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農畜水産業分野におけるゼロカーボン社会づくりについて

１ みやざき農水産業グリーン化推進プラン

農政企画課

（１）策定の経緯・位置づけ

地球温暖化等への対応として、環境に配慮した持続的農業の実現に向けた

世界的な潮流の中、国は、令和３年５月に「みどりの食料システム戦略」を

策定。

また、本県農水産業においても、温暖化による農作物への影響や、降雨量

の増加による豪雨災害等の激甚化が懸念される状況。

これらの状況を踏まえ、温室効果ガスの削減や、化学肥料・化学農薬の削

減など、ゼロカーボンを含めた本県農水産業の環境に配慮した取組（グリー

） 、 「 」ン化 に向け 令和３年に策定した 第八次宮崎県農業・農村振興長期計画

「 」 、及び 第六次宮崎県水産業・漁村振興長期計画 のアクションプランとして

令和４年３月に取りまとめ。

【農水産業のグリーン化が貢献する分野】

（２）プランの概要

① 本県の目指す姿と取組方向

本プランでは、本県農水産業を取り巻く情勢等を踏まえ、目指す方向性と

して、以下の３つの柱を掲げ、将来的に現場実装を目指す具体的な取組

を整理。

ア バイオマスエネルギー等の活用による「資源循環型産地づくりとエ

ネルギー転換の推進」

イ 農水産業のスマート化等による「効率的で、災害に強く持続可能な生産

基盤の確立」

「 」ウ 有機農業やブルーカーボン 等による 環境に優しい農水産業の展開※

※海藻類による の吸収・固定CO2

② 計画期間

令和３年度～令和７年度

など
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みやざき農水産業グリーン化推進プラン
～本県の目指す方向性～

① 資源循環型産地づくりとエネルギー転換の推進

② 効率的で、災害に強く持続可能な生産基盤の確立

③ 環境に優しい農水産業の展開
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２ 農畜水産業分野における現状、課題及び取組 

（１）農業分野             

農業普及技術課・農産園芸課・農村整備課 

①  現状 

・ 輸入資源や化石燃料を原料とした化学肥料に依存 

・ 園芸品目、水稲、茶を対象に良質堆肥を活用した 

土づくりや化学肥料・農薬の低減など環境に優しい  

農業を推進（宮崎方式 ICM※11 品目で作成） 

※ICM：施肥やかん水による健全な作物づくりを基礎に、 

生物に影響が少ない農薬を組み合わせた「総合 

的作物管理」 

・ 茶を中心に有機農業が拡大しており、有機 JAS 

認証面積は全国 5 位（茶は 3 位） 

・ 施設園芸では、ハウス加温に重油等の化石燃料を多く使用 

・ 農業水利施設を活用した小水力発電が 12 施設整備 

 

②  課題 

・ 堆肥を主とした有機質肥料や地域・未利用資源を活

用した体系への転換 

・ 露地野菜・花きにおける ICM 技術の対象品目の拡充 

・ 特別栽培や有機栽培の栽培技術の体系化・省力化、

生産の安定化や販路の構築 

・ ヒートポンプの設置や機能性を有する被覆資材の導入促進 

・  年間を通して安定した流量が確保できる地点が少ないことや建設コスト等 

 

③  取組状況 

・ 地域ぐるみで有機農業を推進する市町村の取組を支援し、モデル地区を創

出（持続可能なみやざきグリーン農業構築事業） 

・ 土壌診断による施肥設計の見直しと肥料コスト低減等に資する技術の取組

を推進（肥料コスト低減体系緊急転換事業） 

・ 堆肥散布事業者の体制整備を行い、化学肥料か

ら堆肥への転換を推進（堆肥等利活用促進緊急体

制整備事業） 

・ ヒートポンプ導入など省エネ転換を推進      

（みやざき施設園芸省エネ転換緊急対策事業） 

・ 県や市町村、宮崎大学等を会員とする「宮崎県農業水利施設小水力等発電

推進協議会(H26.6 設立)」にて導入を推進        

ヒートポンプ 
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（２）畜産分野 

                                畜産振興課 
①  現状 

・  家畜排せつ物の利用は、適正な良質     

堆肥の生産と農地還元を基本にしてい   

るが、堆肥生産量に比べ耕地面積が少  

ないため広域流通や農業外利用を推進 

・ 県内では、家畜排せつ物をバイオマ   

スエネルギーとして利用する畜産バイ   

オマス発電施設が５基稼働中 

   【内訳】 

鶏ふん燃焼発電施設     ３基 

    牛ふん尿メタン発酵発電施設 ２基 

・  県内のブロイラー農場から発生する鶏ふんのほぼ全量が、上記燃焼発電施設

のバイオマスエネルギーとして利用され、環境負荷軽減に寄与 

 
②  課題 

・ 畜産経営の規模拡大により家畜排せつ物量が増える一方、堆肥の生産・利用

における労力不足や作付面積減少の影響もあり、さらなる散布の省力化や広域

流通等が必要 

・  牛ふん、豚ぷんについても、バイオマスエネルギー等への利活用の促進が必

要 

 
③  取組状況 

・  コンサルタントを活用した良質堆肥の生産と県外・農業外への広域流通循環

システムの構築（沖縄県、ホームセンター等） 

・  国の研究機関と連携した牛ふん等の燃焼試験の結果を踏まえ、発電燃料とし

ての検証等を予定（未来につなぐ畜産バイオマス利活用支援事業） 

・  耕種部門と連携したメタンバイオ液肥の実証調査を予定（未来につなぐ畜産

バイオマス利活用支援事業） 

 

 

【鶏ふん燃焼発電施設：南国興産(株)】 
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（３）水産分野 

                              水産政策課 

 
①  現状 

  ・ 本県の漁船登録隻数は2,116隻（R4.5月末時点）であり、年間で約４万㎘の

Ａ重油を消費 

・ 生産量が増加している養殖業は、今後も輸出の増加など成長が期待される

ものの、国内外で環境に配慮した養殖（燃油消費量の削減等）が求められて

いる。 

・ 藻場は海洋における CO2吸収源（ブルーカーボン）として期待されており、

気候変動対策として、ブルーカーボンを活用する動きが進んでいる。 

 
②  課題 

    ・ 本県の漁船は高船齢化が進んでおり、更新に際してはより燃油消費量が少な 

い低燃費機関の導入など省エネ漁船への転換が必要 

・ 省エネ操業を促進するため、操業の効率化に資する高精度・高頻度の海況

情報（水温や潮の流れ等）の提供が必要 

・  生産力向上と環境への配慮を両立するため、スマート養殖技術を取り入れた

生産性が高く、燃油消費の削減が可能な大規模沖合養殖の推進が必要 

・  県内の藻場面積は、平成22年の936ha から平成30年には797ha に減少してお 

り、ブルーカーボンを推進するため、藻場の保全活動に加え、藻類養殖など

の新たな取組が必要 

 
③   取組状況 

・ 国の事業を活用し、漁船の更新や省エネ機器導入による省エネ化・省力化 

を推進（水産業競争力強化緊急事業、水産業成長産業化沿岸地域創出事業） 

・ 水産試験場が運用する高度漁海況情報サービスシステムにおいて、海洋レ 

ーダー等による水温や潮の流れの情報を漁業者に提供し、操業の効率化を推 
進 

・ かつお・まぐろ漁船に魚群情報をリアルタイムで発信する機能を新たに備 

えた「調査船みやざき丸」を代船建造中 

・ 国の事業を活用した「串間大規模沖合養殖地域プロジェクト」により、大 

規模沖合養殖システムの導入を実証中（もうかる漁業創設支援事業） 

・ 漁業者による藻場の保全活動を支援するとともに、令和４年度から「養殖 

グリーン成長戦略推進事業」により、ワカメなど藻類等養殖の導入を促進 
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